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7 2019（令和元年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�7月16日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料（概算・確定）申告書の提出・（全

期・１期分）の納付� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月16日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）� 7月31日

　ふるさと納税における、寄附を得るための
自治体間のいきすぎた「返礼品競争」を是正
し、制度の健全な発展に向けて、今年６月以
後の寄附から、総務大臣が指定した自治体へ
の寄附のみがふるさと納税の対象とされてい
ます。返礼品は、寄附額に対する還元率３割
以下で、地場産品とされました。

ワンポイント ふるさと納税の見直し
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JAS法について

　昭和25年に制定された農
林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律（以
下JAS法）は、戦後の混乱
期における物資不足や模造
食品による健康被害に対応
するために制定されました。
JAS法では、農林水産品や
食品にJAS規格を設定し、
JAS規格を満たしたものに
ついてはJASマークを付
すことが認められています。
この制度をJAS制度とい
います。
　従来のJAS制度では、JAS
規格については農林水産大
臣が制定し、第三者機関の
認証を受けるとJASマーク
を表示できる任意の制度で
した。

JAS制度見直しの背景

　JAS法の改正は、平成29
年６月に行われました。こ
の改正は、取引の円滑化と
輸出力の強化につながるよ
うに、JAS制度の国際化を
目指しています。
　農林水産品や食品を海外
展開する場合、食文化や商
慣行が異なる海外市場では、
取引相手は日本の産品や事
業者の取り組みについて、
馴染みがないことが考えら
れます。このような取引相
手に日本の産品や取組につ
いての強みをアピールでき
るように、JAS制度を戦略

的に制定・活用できるよう
に整備されました。

多様なJAS規格の制定

　従来、JAS規格の対象は
農林水産品と食品といった
モノの品質に限られていま
した。今回の改正で、モノ
の品質の規格だけではなく、
モノの生産方法や試験方法、
事業者による取扱方法とい
った、方法や事業者まで対
象が広げられました。
　モノの生産方法では、例
えば伝統的な抹茶について
一般的な製法を規格化しま
す。本物の抹茶と茶葉を粉
末にした類似品を差別化す
ることで、伝統的な抹茶を
海外にアピールすることに
つながると考えています。
　モノに関する試験方法に
ついては、例えば魚の臭み
成分についての測定・分析
方法を規格化することで、
魚の臭みについて客観的に
比較できるようになります。
特殊な養殖をした魚の臭み
が天然の魚の臭みとほとん
ど変わらないことを、統一
化された測定・分析方法で
示すことで、養殖技術の高
さをアピールすることにつ
ながります。
　事業者による取扱方法に
ついては、生鮮品の生産や
保管・輸送方法などについ
て規格化し、その方法を実
施できる事業者を認証する
ことで、その事業者は新鮮
な生鮮品を取り扱っている

ことをアピールすることが
できます。

規格の国際化

　国際的にJAS規格の認知
度を高めるために、アジア
諸国との連携を強化して普
及・浸透を図ることや、国
際標準化への展開を進めて
います。
　具体的には、世界中の食
品安全管理システムの継続
的な改善を推進する組織で
あるGFSIが承認した規格を
満たしている者については、
JASの認証基準を緩和する
措置をとっています。また、
消費者の健康の保護や食品
の公正な貿易の確保などを
目的として設立された国際
的な政府間組織であるコー
デックス委員会の規格や、国
際標準化機構（ISO）の規格
にJAS規格を準拠させるこ
とも検討されています。さ
らには、ODAやASEANな
どの枠組みを活用すること
や、二国間対話を実施する
ことも予定されています。
　JASマークについても、
日本人だけではなく海外の
消費者も、一見して認証内
容が分かる標語をマークに
表示します。また、英語表
記にも対応します。従来は、
商品（モノ）に対してマー
クを表示していましたが、
モノだけではなく事業者の
広告や試験所が発行する証
明書にも、JASマークが表
示されます。

JAS制度の見直し
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自動販売機の歴史

　自動販売機は、街中で気
軽に飲料を購入することが
できますが、世界で最も古
い飲料の自動販売機は、紀
元前215年に登場したとい
われています。このときの
自動販売機は、コインを投
入するとコインの重みで皿
が傾き、その皿の傾きが元
に戻るまでの間、蛇口が開
いて水が出る、という仕組
みだったそうです。
　現存する日本最古の自動
販売機は、俵谷高七が作っ
た「自動郵便切手葉書売下
機」と呼ばれるものです。
この自動販売機は、切手や
葉書を販売することに加え
て、ポストの機能も備わっ
ていました。
　日本に飲料の自動販売機
が導入されたのは、1962年
でした。当時はビン入り飲
料が販売されていましたが、
1970年には缶飲料の自動
販売機が導入されるように
なりました。
　その後、技術革新が急速
に進み、1975年にはホット
＆コールドコンビネーショ
ン機が、1997年にはペット
ボトル飲料の自動販売機が
登場するようになりました。

自動販売機の現状

　一般社団法人日本自動販
売機工業会の調査によると、
2017年現在で日本には240
万台を超える清涼飲料の自
動販売機が設置されている
ようです。その大半が缶や
ペットボトルなどの清涼飲
料自動販売機で、牛乳など
の紙パック自動販売機とコ
ーヒーなどのカップ式自動

販売機が、それぞれ約５％
ずつ設置されています。
　最近では、商品を購入す
ることで寄付をすることが
できる自動販売機や、環境
に配慮した自動販売機など、
様々な自動販売機が登場し
ています。

寄付型自動販売機

　自動販売機での売り上げ
１本ごとに特定の団体へ寄
付をすることができる、寄
付型自動販売機があります。
特定非営利活動法人寄付型
自動販売機普及協会では、
寄付型自動販売機の設置を
希望するオーナーと自動販
売機業者、そして支援先団
体をつなぐ役割を担ってい
ます。この協会が対応して
いる寄付先は、人道支援を
行っている団体や環境支援
を行っている団体など30
団体以上あり、オーナーは
希望する団体に寄付をする
ことができます。商品の充
填や空き缶回収、寄付先へ

の振り込みは、自動販売機
業者が行います。

環境への配慮

　自動販売機の中を冷やす
ための冷媒としてフロンガ
スが使われていましたが、
現在ではオゾン層を破壊し
ないタイプのフロンガスに
置き換わっています。また、
地球温暖化への影響がほと
んどないグリーン冷媒への
移行も進められています。
　さらに、商品を冷却する
際に発生する熱を加温する
庫内に送って加温熱として
再利用するヒートポンプ自
動販売機や、最長16時間も
のあいだ冷却用の電力を完
全に停止しても24時間いつ
でも冷たい飲み物を提供す
ることができるピークシフ
ト自動販売機も登場してい
ます。照明を省エネ効率が
高いLED照明に切り替え
るなど、消費電力量の削減
には業界をあげて推進して
います。

常温を販売

　アサヒ飲料では、2016年
に「常温」飲料を提供できる
自動販売機の設置を開始し
ました。この自動販売機は、
約50℃に設定された「ホッ
ト」と約５℃に設定された
「コールド」の間、約20℃の
飲料を提供することができ
ます。
　自動販売機で常温飲料を
取り扱うようになったのは、
夏場にオフィスの冷房がき
きすぎているために、身体
の冷えが気になる人が増え
ているからです。実際に常
温飲料の売り上げは、夏場
に伸びているようです。
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　狂犬病は、狂犬病ウイルスに感染した動
物に咬まれることなどによって、すべての
哺乳類に感染します。確実な治療法はなく、
感染すると神経系などが侵され、発病する
とほぼ100％死亡するといわれています。
　日本で狂犬病の流行がみられたのは、八
代将軍徳川吉宗が支配した享保年間のころ
が最初だといわれています。明治時代の初
期から中期にかけても、狂犬病の流行がみ
られ、特に人口も犬の頭数も多かった東京
では、しばしば狂犬病の流行に悩まされて
いたようです。そして、全国で公式に狂犬
病の発生件数が記録されるようになったの
は、1897年からです。その後は、狂犬病
の実態が把握されるようになり、狂犬病の
ワクチンが完成してからは、狂犬病は急激
に減少しました。
　現在は、日本では狂犬病の発生は認めら
れませんが、海外ではまだ多くの事例が報

告されています。例えばインドでは、毎年
狂犬病によって30,000人が死亡していま
す。先進国でも、北米ではアライグマやス
カンクなどが、狂犬病に感染しています。
発展途上国でも、中南米など各国で狂犬病
の発生が報告されています。
　狂犬病が流行している地域に渡航した場
合、滞在中はむやみに動物に手を出さない
ようにし、万が一動物に咬まれた場合は、
すぐに傷口を石けんと水でよく洗うことと、
医療機関を受診して、傷の手当と狂犬病の
ワクチンを接種することが必要です。
　生後91日以上の犬は、登録時と年に１
回４月から６月の間に、狂犬病の予防注射
を受けることが義務付けられています。犬
の首輪には、登録の証明となる艦札と予防
注射を済ませたことを証明する注射済票を
つけておかなければいけません。また、犬
を海外に連れて行ったり、海外から連れて
帰ってきたりしたときは、農林水産省動物
検疫所で検疫を受ける必要があります。

狂犬病

　住宅について、外壁のひびや床の傾き、
雨漏りなどといった劣化や不具合がない
か、専門家に診断してもらうことをホーム
インスペクションといいます。
　ホームインスペクションは、既存住宅状
況調査技術者の資格を持った建築士が行い
ます。中古住宅の売買を行う場合、ホーム
インスペクションを行うことで、買主にと
っては購入後のリフォームやメンテナンス
の見通しが立てやすく、売主にとっては引
き渡し後のトラブルを回避できるといった
メリットがあります。
　2018年４月から、中古住宅の取引を行
う場合には、重要事項説明において、ホー
ムインスペクションについて実施の有無な
どの説明を行うことが義務付けられまし
た。これは、中古住宅の流通を促進するた
めに、安心して取引ができる環境をつくる
ことが狙いのようです。

ホームインスペクション　
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